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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第44期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。又、第44期中は潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるため記載

しておりません。 

３ 第44期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４ 平成18年10月２日付で連結子会社であったサンコーミタチ株式会社の株式を全て売却したことにより、連結

子会社がなくなったため、第45期中は中間連結財務諸表を作成しておりません。このため、連結経営指標等

は記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成19年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ３月31日 

売上高（千円） 8,015,207 7,355,064 － 15,738,987 14,714,018 

経常利益（千円） 310,306 64,079 － 531,340 296,082 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
116,598 △36,856 － 283,925 58,654 

純資産額（千円） 14,223,265 14,167,315 － 14,425,910 14,265,936 

総資産額（千円） 19,867,816 19,323,937 － 19,771,942 19,513,579 

１株当たり純資産額（円） 1,444.06 1,439.0 － 1,463.54 1,449.18 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間純損失

（△）（円） 

11.84 △3.74 － 27.28 5.96 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
11.83 － － 27.20 － 

自己資本比率（％） 71.6 73.3 － 73.0 73.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
234,957 90,291 － 664,932 729,186 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△158,817 △86,608 － △208,956 △1,946,428 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△149,656 △148,566 － △152,701 △149,642 

現金及び現金同等物の中間

（期末）残高（千円） 
5,783,961 6,015,022 － 6,159,905 4,793,021 

従業員数 

（ほか平均臨時従業員数）

(名) 

538 

(72) 

514 

(57) 

－ 

(－) 

525 

(73) 

495 

(63) 



(2）提出会社の経営指標 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第44期及び第45期中は希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。又、第44期中は潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。 

３ 第44期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

４ 第44期以前については、連結財務諸表を作成していたため、又、第45期中については、関係会社がないた

め、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書は第45期中より作成しており、第44期以前は中間連結キャッシュ・フロー計

算書を作成していたため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務

活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高は記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成19年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成19年 
 ３月31日 

売上高（千円） 7,698,691 7,164,095 6,970,724 15,098,935 14,523,049 

経常利益（千円） 321,863 76,406 316,005 580,182 308,408 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
141,478 △82,134 147,612 314,741 22,266 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 3,779,113 3,779,113 3,779,113 3,779,113 3,779,113 

発行済株式総数（株） 10,066,872 10,066,872 10,066,872 10,066,872 10,066,872 

純資産額（千円） 14,252,407 14,156,618 14,215,234 14,460,535 14,264,111 

総資産額（千円） 19,744,170 19,116,177 19,518,098 19,721,845 19,524,228 

１株当たり純資産額（円） 1,447.02 1,437.91 1,444.22 1,467.06 1,448.99 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間純損失

（△）（円） 

14.36 △8.34 15.00 30.41 2.26 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
14.35 － － 30.32 － 

１株当たり配当額（円） － － － 15.00 15.00 

自己資本比率（％） 72.2 74.1 72.8 73.3 73.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 578,068 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △3,848,043 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △148,404 － － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － 1,373,436 － － 

従業員数 

（ほか平均臨時従業員数）

(名) 

512 

(69) 

508 

(57) 

496 

(66) 

515 

(70) 

495 

(63) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 496（66） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰などの不安定要素があったものの、企業収

益の改善による設備投資の増加や雇用情勢の改善などから景気は緩やかな回復を持続致しました。又、海外におい

てもサブプライムローンを発端とする金融市場の混乱等により米国経済の減速懸念など不透明感はあったものの、

世界経済は底堅く推移致しました。 

 当社の関連する電機業界におきましては、グローバルに景気を牽引する薄型液晶テレビ、携帯電話、カーエレク

トロニクス等を中心に市場は拡大を続けており、好調に推移致しました。 

 このような状況下で、経営目標達成に向け各事業部門において提案型営業による積極的な受注活動を展開し、売

上高の増大に努めてまいりましたが、液晶テレビ関連部品の海外移管が響き、その結果、当中間会計期間の売上高

は69億７千万円（対前年同期比2.7％減）となりました。 

 一方、損益面におきましては、自動車関連の好調及び有価証券売却による売却益の計上により営業利益は２億１

千４百万円（対前年同期比229.8％増）、経常利益は３億１千６百万円（対前年同期比313.6％増）、中間純利益は

１億４千７百万円（前年同期は中間純損失８千２百万円）となりました。 

 事業の部門別セグメントの概況は次の通りであります。 

精密部品製造及びユニット加工事業 

精密部品製造及びユニット加工事業の当中間会計期間の売上高は69億３千２百万円（対前年同期比2.9％減）と

なりました。 

・プレス事業部門の当中間会計期間の売上高は44億９千６百万円（対前年同期比3.0％減）となりました。ナビ

ゲーション等の車載電装品の自動車関連製品が10億８千４百万円（対前年同期比42.8％増）と増加しました

が、薄型液晶テレビ等のデジタル家電関連製品が18億４千２百万円（対前年同期比14.6％減）と減少したこと

によるものです。 

・メカトロ事業部門の当中間会計期間の売上高は18億６千９百万円（対前年同期比0.1％増）となりました。デ

ジタル家電関連製品が２億３千１百万円（対前年同期比45.7％減）と減少しましたが、自動車関連製品５億８

千３百万円（対前年同期比15.8％増）、事務機関連製品５億６千万円（対前年同期比21.3％増）と増加したこ

とによるものです。 

・プラスチック事業部門の当中間会計期間の売上高は５億６千６百万円（対前年同期比10.5％減）となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、13億７千３百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。 

 営業活動の結果、増加した資金は５億７千８百万円となりました。これは主に、税引前中間純利益２億７千万円

を計上したことのほか、売上債権の減少４億６百万円及び減価償却費２億７千万円による資金の増加とたな卸資産

の増加１億８千４百万円及び仕入債務の減少１億２千３百万円による資金の減少によるものであります。 

 投資活動の結果、減少した資金は38億４千８百万円となりました。これは主に、有価証券の取得による支出74億

９千６百万円、有形固定資産の取得による支出３億８百万円及び投資有価証券の取得による支出２億４千９百万円

による資金の減少と、有価証券の償還による収入40億１百万円及び投資有価証券売却による収入２億１千３百万円

による資金の増加によるものであります。 

 財務活動の結果、減少した資金は１億４千８百万円となりました。これは主に、配当金の支払による支出１億４

千７百万円によるものであります。 

（注） 前中間会計期間及び前事業年度につきましては、連結ベースでキャッシュ・フロー計算書を作成しておりまし

たので、前年同期との比較はしておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績は次の通りであります。 

 （注） １ 金額は販売価格で表示しております。なお、販売価格には消費税等を含んでおりません。 

２ 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しなくなったため、提出会社単体の金額で記載しておりま

す。従って、前年同期比は記載しておりません。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績は次の通りであります。 

 （注） １ 金額は販売価格で表示しております。なお、販売価格には消費税等を含んでおりません。 

２ 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しなくなったため、提出会社単体の金額で記載しておりま

す。従って、前年同期比は記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績は次の通りであります。 

 （注） １ 販売実績額には消費税等を含んでおりません。 

２ 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しなくなったため、提出会社単体の金額で記載しておりま

す。従って、前年同期比は記載しておりません。 

事業部門別の名称 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

精密部品製造及びユニット加工事業（千円） 6,957,765 － 

その他の事業（千円） 38,569 － 

合計（千円） 6,996,335 － 

事業部門別の名称 
受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

精密部品製造及びユニット加工事業（千円） 7,112,979 － 1,107,645 － 

その他の事業（千円） 38,014 － － － 

合計（千円） 7,150,994 － 1,107,645 － 

事業部門別の名称 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比 
（％） 

精密部品製造及びユニット加工事業（千円） 6,932,710 － 

その他の事業（千円） 38,014 － 

合計（千円） 6,970,724 － 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、製品の他社との差別化を図るため、各開発部門がそれぞれの事業部門と緊密な連携をとり

ながら実施しております。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、93百万円であり、各事業部門別の研究開発活動は次の通りでありま

す。 

精密部品製造及びユニット加工事業 

 プレス事業部門においては、主にプレス金型新加工法の開発とプレス加工設備周辺機器の開発に取り組んでお

り、当中間会計期間の研究開発費は39百万円であります。 

 メカトロ事業部門においては、お客様の新製品開発段階から参加するなどして顧客満足度を向上させたメカユニ

ットを開発しており、当中間会計期間の研究開発費は53百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

平成16年６月29日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 24,192,000 

計 24,192,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 10,066,872 同左 
東京証券取引所市場第二

部 
－ 

計 10,066,872 同左 － － 

 
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数         214個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数    －    － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数       214,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり751円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格    751円 

資本組入額   376円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 権利行使時において、当

社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要

する。但し、任期満了等

による退任、定年退職及

び子会社への転籍等の場

合は取締役会にて判断す

る。 

② 新株予約権の質入れ、相

続は認めない。 

③ その他の条件について

は、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

当社の取締役会の承認を要す

るものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 10,066,872 － 3,779,113 － 3,498,197 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社田村商事 長野県塩尻市広丘野村936－２ 3,001 29.81 

田村 正則 長野県塩尻市 2,044 20.31 

ロンバード オーデイエ ダ

リエ ヘンチ アンド シー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

11, RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211  

GENEVA SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

500 4.96 

株式会社サンコー 長野県塩尻市広丘野村959 224 2.22 

ノーザン トラスト カンパ

ニー（エイブイエフシー）サ

ブ アカウント アメリカン 

クライアント 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON  

E14 5NT UK  

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

200 1.98 

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178－８ 140 1.39 

エスアイエス セガ インタ

ーセトル エージー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

BASLERSTRASSE 100, CH-4600  

OLTEN SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

115 1.14 

照井 力夫 宮城県仙台市青葉区 110 1.09 

中西 豊子 埼玉県三郷市 77 0.76 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区 76 0.75 

計 － 6,488 64.45 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が、3,000株（議決権３個）含まれており

ます。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  224,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,814,000 9,814 － 

単元未満株式 普通株式  28,872 － － 

発行済株式総数 10,066,872 － － 

総株主の議決権 － 9,814 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社サンコー 

長野県塩尻市広丘

野村959番地 
224,000 － 224,000 2.22 

計 － 224,000 － 224,000 2.22 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部によるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

役職の異動 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 616 593 606 602 576 549 

最低（円） 589 556 557 565 517 516 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日 

常務取締役九州事業部長 常務取締役プレス事業部長 中村 保男 平成19年10月１日 

取締役プレス事業部長 取締役九州事業部長 竹村 潔 平成19年10月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 また、当社の連結子会社であったサンコーミタチ株式会社の株式を平成18年10月２日付で全て売却したことによ

り、連結子会社でなくなったため、当中間連結会計期間においては、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査

を受けております。 

 なお、当社の監査人は次の通り交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間    みすず監査法人 

当中間会計期間               新日本監査法人 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、当中間会計期間より中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

資産基準      0.07％ 

売上高基準     0.00％ 

利益基準      0.00％ 

利益剰余金基準   0.00％ 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金     6,015,022 4,793,021

２ 受取手形及び売掛
金 

 ※１   6,058,597 6,135,533

３ 有価証券     504,577 2,003,278

４ たな卸資産     1,288,684 1,069,682

５ その他     311,321 164,948

貸倒引当金     △11,843 △1,220

流動資産合計     14,166,362 73.3 14,165,243 72.6

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※２     

(1）建物及び構築物     2,108,459 2,065,232

(2）機械装置及び運
搬具 

    1,608,844 1,734,160

(3）建設仮勘定     26,500 26,500

(4）その他     757,274 757,286

有形固定資産合計     4,501,078 4,583,178

２ 無形固定資産     25,243 22,891

３ 投資その他の資産       

  その他     631,253 742,264

投資その他の資産
合計 

    631,253 742,264

固定資産合計     5,157,575 26.7 5,348,335 27.4

資産合計     19,323,937 100.0 19,513,579 100.0 

        

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛
金 

    3,760,561 4,004,207

２ 賞与引当金     318,000 270,000

３ 役員賞与引当金     7,600 11,750

４ 子会社売却損失引
当金 

    119,834 －

５ その他     373,044 376,946

流動負債合計     4,579,040 23.7 4,662,904 23.9

Ⅱ 固定負債       

１ 退職給付引当金     577,580 584,738

固定負債合計     577,580 3.0 584,738 3.0

負債合計     5,156,621 26.7 5,247,643 26.9

        

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金     3,779,113 19.6 3,779,113 19.4

２ 資本剰余金     3,498,197 18.1 3,498,197 17.9

３ 利益剰余金     6,920,280 35.7 7,015,792 35.9

４ 自己株式     △142,219 △0.7 △142,938 △0.7

株主資本合計     14,055,371 72.7 14,150,164 72.5

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

    110,152 0.6 113,964 0.6

２ 為替換算調整勘定     1,791 0.0 1,807 0.0

評価・換算差額等合
計 

    111,944 0.6 115,771 0.6

純資産合計     14,167,315 73.3 14,265,936 73.1

負債純資産合計     19,323,937 100.0 19,513,579 100.0

         



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,355,064 100.0 14,714,018 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,527,978 88.8 12,970,082 88.1

売上総利益     827,086 11.2 1,743,936 11.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１ 運賃   310,539   592,211

２ 給与手当   129,711   281,760

３ 賞与引当金繰入額   37,560   37,674

４ 役員賞与引当金繰
入額 

  7,600   11,750

５ 退職給付引当金繰
入額 

  10,089   21,735

６ 減価償却費   3,740   8,147

７ 研究開発費   94,761   180,307

８ その他   178,077 772,079 10.5 333,905 1,467,491 10.0

営業利益     55,006 0.7 276,444 1.9

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   631   2,818

２ 受取配当金   3,885   6,437

３ 受取手数料   3,370   6,505

４ 為替差益   3   345

５ その他   2,087 9,979 0.2 7,265 23,372 0.1

Ⅴ 営業外費用       

１ 売上割引   620   －

２ その他   286 906 0.0 3,735 3,735 0.0

経常利益     64,079 0.9 296,082 2.0

Ⅵ 特別利益       

１ 固定資産売却益 ※１ －   778

２ その他   1,168 1,168 0.0 1,588 2,366 0.0

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産売却損 ※２ 1,422   2,561

２ 子会社売却損失引
当金繰入額 

  119,834   －

３ 子会社売却損   －   124,806

４ その他   7,309 128,566 1.8 2,051 129,418 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は税金等調整前中
間純損失（△） 

    △63,318 △0.9 169,030 1.1

法人税、住民税及
び事業税 

  31,066   47,480

過年度法人税等   －   29,125

法人税等調整額   △57,527 △26,461 △0.4 33,769 110,375 0.7

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △36,856 △0.5 58,654 0.4

         



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

平成18年３月31日残高（千円） 3,779,113 3,498,197 7,120,034 △141,276 14,256,069 168,094 1,746 －

中間連結会計期間中の変動額                

剰余金の配当（注）     △147,697   △147,697      

役員賞与（注）     △15,200   △15,200      

中間純損失     △36,856   △36,856      

自己株式の取得       △943 △943      

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

          △57,941 45  

中間連結会計期間中の変動額合

計（千円） 
－ － △199,754 △943 △200,697 △57,941 45 －

平成18年９月30日残高（千円） 3,779,113 3,498,197 6,920,280 △142,219 14,055,371 110,152 1,791 －

 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

平成18年３月31日残高（千円） 3,779,113 3,498,197 7,120,034 △141,276 14,256,069 168,094 1,746

連結会計年度中の変動額              

剰余金の配当（注）     △147,697   △147,697    

役員賞与（注）     △15,200   △15,200    

当期純利益     58,654   58,654    

自己株式の取得       △1,662 △1,662    

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
          △54,130 61

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － △104,242 △1,662 △105,904 △54,130 61

平成19年３月31日残高（千円） 3,779,113 3,498,197 7,015,792 △142,938 14,150,164 113,964 1,807



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益又は
税金等調整前中間純
損失（△） 

  △63,318 169,030

減価償却費   235,879 505,473

貸倒引当金の増減額   △7,638 △8,058

役員賞与引当金の増
減額 

  7,600 11,750

賞与引当金の増減額   △7,000 △51,000

退職給付引当金の増
減額 

  13,266 24,923

子会社売却損失引当
金の増減額 

  119,834 －

受取利息及び受取配
当金 

  △4,516 △9,255

固定資産売却処分に
よる損益 

  1,904 3,833

子会社売却損   － 124,806

売上債権の増減額   108,507 △90,403

たな卸資産の増減額   59,618 179,424

仕入債務の増減額   △244,840 66,512

未払消費税等の増減
額 

  △3,851 △3,913

役員賞与の支払額   △15,200 △15,200

その他   37,937 △6,911

小計   238,182 901,012

利息及び配当金の受
取額 

  4,465 9,161

法人税等の支払（還
付）額 

  △152,355 △180,986

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  90,291 729,186

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の取得によ
る支出 

  △222 △1,498,923

有形固定資産の取得
による支出 

  △91,443 △434,083

有形固定資産の売却
による収入 

  2,162 3,862

投資有価証券の取得
による支出 

  － △53,293

子会社の売却による
収入 

※２ － 34,133

その他   2,895 1,876

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △86,608 △1,946,428

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △147,622 △147,980

その他   △943 △1,662

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △148,566 △149,642

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △144,882 △1,366,884

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  6,159,905 6,159,905

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 6,015,022 4,793,021

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社は、SANKO TRADING  

USA,INC.及びサンコーミタチ㈱

の２社であり、連結しておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社はSANKO TRADING 

USA, INC.１社であり、連結して

おります。 

サンコーミタチ㈱については、

平成18年10月２日に株式を全て

売却しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法で処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

当連結会計年度末日の

市場価格等による時価

法（評価差額は全部純

資産直入法で処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

商品、製品（金型を除

く）、仕掛品（金型を除

く）及び原材料 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品、製品（金型を除

く）、仕掛品（金型を除

く）及び原材料 

同左 

製品（金型）及び仕掛品

（金型） 

個別法による原価法 

製品（金型）及び仕掛品

（金型） 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。

但し、平成10年４月以降取

得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額

法によっております。な

お、主な耐用年数は、次の

通りです。 

建物及び構築物 ７～50年 

機械装置及び運

搬具 
４～12年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損

失に備えて、一般債権につ

いては貸倒実績率法、貸倒

懸念債権については財務内

容評価法によっておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備え

て、支給見込額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は

役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支

給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号

平成17年11月29日）を適用

しております。 

これにより営業利益及び経

常利益は、それぞれ7,600千

円減少し、税金等調整前中

間純損失が同額増加してお

ります。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。 

③ 役員賞与引当金 

当社は、役員賞与の支出に

備えて、当連結会計年度に

おける支給見込額に基づき

計上しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用し

ております。 

これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ11,750

千円減少しております。 

なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記

載しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、発生時における

従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連

結会計年度において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、発生時における

従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（10年）に

よる定額法により翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしております。 

⑤ 子会社売却損失引当金 

子会社の売却による損失に

備えて、当該会社の財政状

態を勘案して計上しており

ます。 

⑤  ────── 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

税抜方式によっておりま

す。 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

同左 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用してお

ります。 

② 連結納税制度の適用 

当社は、平成18年10月２日

にサンコーミタチ㈱の株式

を全て売却したため、連結

納税制度を取りやめており

ます。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,167,315千円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,265,936千円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形 

   中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形  183,359千円

※１ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年

度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 61,731千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

         9,691,768千円          9,892,539千円 

 ３ 受取手形裏書譲渡高  ３ 受取手形裏書譲渡高 

      358,472千円 290,086千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１   ────── ※１ 固定資産売却益の内容は次の

通りであります。 

  機械装置及び

運搬具 
778千円

※２ 固定資産売却損の内容は次の

通りであります。 

※２ 固定資産売却損の内容は次の

通りであります。  

機械装置及び

運搬具 
   1,422千円

機械装置及び

運搬具 
2,561千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,066,872 － － 10,066,872 

合計 10,066,872 － － 10,066,872 

自己株式        

普通株式（注） 220,399 1,200 － 221,599 

合計 220,399 1,200 － 221,599 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高（円）前連結会計

年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権（注） 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 147,697 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,300株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,066,872 － － 10,066,872 

合計 10,066,872 － － 10,066,872 

自己株式        

普通株式（注） 220,399 2,300 － 222,699 

合計 220,399 2,300 － 222,699 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権（注） 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 147,697 15 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 147,662 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金

勘定 
6,015,022千円

預入期間が３

ヶ月を超える

定期預金 

－ 

現金及び現金

同等物 
6,015,022 

現金及び預金

勘定 
4,793,021千円

預入期間が３

ヶ月を超える

定期預金 

－ 

現金及び現金

同等物 
4,793,021 

※２    ────── ※２ 株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び

負債の主な内訳 

  株式の売却によりサンコーミ

タチ㈱が当社の子会社でなく

なったことに伴う連結除外時

の資産及び負債の内訳並びに

当該会社の株式の売却額と売

却による収入は次の通りであ

ります。 

  流動資産 458,726千円

固定資産 440 

資産合計 459,166 

流動負債 △334,831 

固定負債 △4,499 

負債合計 △339,331 

株式の売却額 240,000 

現金及び現金

同等物 
△205,866 

差引：売却に

よる収入 
34,133 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

   
機械装
置  

工具器
具及び
備品 

  合計 

   （千円）  （千円）  （千円） 

取得価額相
当額   14,994   24,075   39,069 

減価償却累
計額相当額   7,080   18,704   25,784 

中間期末残
高相当額   7,913   5,370   13,284 

   
機械装
置  

工具器
具及び
備品 

  合計 

   （千円） （千円） （千円）

取得価額相
当額   14,994   6,408   21,402 

減価償却累
計額相当額   8,330   2,029   10,360 

期末残高相
当額   6,664   4,378   11,042 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  （千円）

１年以内 4,131

１年超 9,152

合計 13,284

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

  （千円）

１年以内 3,780

１年超 7,262

合計 11,042

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 3,657

減価償却費相当額 3,657

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 5,898

減価償却費相当額 5,898

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 （注） 株式数に換算して記載しております。 

区分 
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 
前連結会計年度末 

（平成19年３月31日現在） 

その他有価証券 
取得原価 
（千円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 388,790 573,734 184,944 442,083 633,426 191,343 

② その他 － － － － － － 

計 388,790 573,734 184,944 442,083 633,426 191,343 

内容 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日現在)

その他有価証券 
中間連結貸借対照表

計上額（千円） 

連結貸借対照表計上額 

（千円） 

中期国債ファンド 504,577 505,075 

フリーファイナンシャルファン

ド 
－ 500,014 

コマーシャルペーパー － 998,188 

非上場株式 600 600 

  平成16年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役６名、当社従業員42名、当社連結子会社従業員

２名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式  242,000株 

付与日 平成16年６月29日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 ２年間（自 平成16年６月29日 至 平成18年６月30日） 

権利行使期間 ３年間（自 平成18年７月１日 至 平成21年６月30日） 

権利行使価格        （円） 751 

付与日における公正な評価単価（円） － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・商品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計方針の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）③に記載の通り、当中間連結会計期間よ

り「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「精密部品製造及びユニット加工事業」の営業費用は7,600

千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

精密部品製造
及びユニット
加工事業 
（千円） 

電動工具事業
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 7,136,261 191,010 27,792 7,355,064 － 7,355,064 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
40 － － 40 △40 － 

計 7,136,302 191,010 27,792 7,355,105 △40 7,355,064 

営業費用 7,081,759 202,381 17,278 7,301,418 △1,360 7,300,057 

営業利益又は営業損失（△） 54,543 △11,370 10,513 53,686 1,320 55,006 

事業区分 主要製品 

精密部品製造及びユニット加工事業 プレス製品、メカトロ製品、プラスチック製品等 

電動工具事業 グラインダー、ドリル、切断機等 

その他の事業 省力化機器等 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品の種類及び市場の擬似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・商品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３（３）③ に記載の通り、当連結会計年度より「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、「精密部品製造及びユニット加工事業」の営業費用は11,750千円増

加し、営業利益が同額減少しております。 

 

精密部品製造
及びユニット
加工事業 
（千円） 

電動工具事業
（千円） 

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 14,472,071 191,010 50,937 14,714,018 － 14,714,018 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
40 － － 40 △40 － 

計 14,472,112 191,010 50,937 14,714,059 △40 14,714,018 

営業費用 14,204,836 202,381 31,717 14,438,934 △1,360 14,437,574 

営業利益又は営業損失（△） 267,276 △11,370 19,219 275,124 1,320 276,444 

事業区分 主要製品 

精密部品製造及びユニット加工事業 プレス製品、メカトロ製品、プラスチック製品等 

電動工具事業 グラインダー、ドリル、切断機等 

その他の事業 省力化機器等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,439円00銭

１株当たり中間純損失

金額 
3円74銭

１株当たり純資産額 1,449円18銭

１株当たり当期純利益

金額 
5円96銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式がないため

記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 14,167,315 14,265,936 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ － 

（うち少数株主持分） (－) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
14,167,315 14,265,936 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

9,845,273 9,844,173 



   ２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金 

     額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり中間純損失金額 
    

当期純利益又は中間純損失（△）（千

円） 
△36,856 58,654 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益又は普通株

式に係る中間純損失（△） 

（千円） 

△36,856 58,654 

期中平均株式数（株） 9,845,930 9,845,335 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

普通株式増加数（株） 3,640 － 

（うち新株予約権） (3,640) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── 新株予約権１種類 

（新株予約権の数216

個）。 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状

況、(2）新株予約権等

の状況」に記載の通り

であります。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、連結子会社であるサンコ

ーミタチ株式会社の株式を、サンコ

ーテック株式会社（本社 千葉県市

原市 代表取締役社長 髙橋 桂）に

譲渡することを決定し、平成18年10

月２日に株式譲渡契約を締結致しま

した。 

(1)株式譲渡の理由 

 電動工具事業を主業務として行う

サンコーミタチ株式会社の業績が低

迷し、抜本的な改善が望めないこと

から、事業撤退を決定し、サンコー

テック株式会社に譲渡することに致

しました。 

(2)譲渡先 

 サンコーテック株式会社 

(3)譲渡株式数及び譲渡前後の所有株

式の状況 

 ①譲渡前の所有株式数 

  200株（所有割合 100％） 

 ②譲渡株式数 

  200株 

 ③譲渡後の所有株式数 

  0株（所有割合 0％） 

(4)譲渡価額 

  ２億４千万円 

(5)業績に与える影響 

 株式譲渡に伴い、特別損失として

119,834千円の子会社売却損失引当金

繰入額が発生します。 

      ──────      



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   5,809,142   1,373,436 4,793,016   

２ 受取手形  ※１ 1,457,886   1,092,581 1,266,390   

３ 売掛金   4,445,844   4,658,813 4,869,142   

４ 有価証券   504,577   5,503,737 2,003,278   

５ たな卸資産   1,189,488   1,254,012 1,069,682   

６ その他   257,022   163,879 164,948   

貸倒引当金   △1,640   △380 △1,220   

流動資産合計     13,662,322 71.5 14,046,080 72.0   14,165,239 72.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※２         

(1）建物   2,091,156   2,013,967 2,049,448   

(2）機械及び装置   1,584,642   1,784,658 1,714,457   

(3）土地   685,420   685,420 685,420   

(4）建設仮勘定   26,500   31,349 26,500   

(5）その他   113,358   107,914 107,352   

有形固定資産合
計 

  4,501,077   4,623,310 4,583,178   

２ 無形固定資産   25,243   30,623 22,891   

３ 投資その他の資
産 

          

  その他   927,533   818,083 752,918   

投資その他の資
産合計 

  927,533   818,083 752,918   

固定資産合計     5,453,855 28.5 5,472,018 28.0   5,358,989 27.4

資産合計     19,116,177 100.0 19,518,098 100.0   19,524,228 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   215,391   219,274 289,813   

２ 買掛金   3,477,477   3,661,846 3,714,394   

３ 未払法人税等   43,692   151,088 60,749   

４ 賞与引当金   314,000   268,000 270,000   

５ 役員賞与引当金   7,600   5,875 11,750   

６ その他 ※３ 328,316   353,741 328,671   

流動負債合計     4,386,477 22.9 4,659,824 23.9   4,675,378 23.9

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   573,080   597,839 584,738   

２ 役員退職慰労引
当金 

  －   45,200 －   

固定負債合計     573,080 3.0 643,039 3.3   584,738 3.0

負債合計     4,959,558 25.9 5,302,864 27.2   5,260,117 26.9

             

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     3,779,113 19.8 3,779,113 19.4   3,779,113 19.4

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   3,498,197   3,498,197 3,498,197   

資本剰余金合計     3,498,197 18.3 3,498,197 17.9   3,498,197 17.9

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   225,662   225,662 225,662   

(2）その他利益剰
余金 

          

特別償却準備金   47,889   31,606 41,414   

圧縮記帳積立金   100,210   99,640 99,925   

別途積立金   6,000,000   6,000,000 6,000,000   

繰越利益剰余金   537,612   658,815 648,773   

利益剰余金合計     6,911,374 36.1 7,015,725 35.9   7,015,775 35.9

４ 自己株式     △142,219 △0.7 △143,695 △0.7   △142,938 △0.7

株主資本合計     14,046,465 73.5 14,149,340 72.5   14,150,147 72.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券
評価差額金 

    110,152 0.6 65,893 0.3   113,964 0.6

評価・換算差額等
合計 

    110,152 0.6 65,893 0.3   113,964 0.6 

純資産合計     14,156,618 74.1 14,215,234 72.8   14,264,111 73.1 

負債純資産合計     19,116,177 100.0 19,518,098 100.0   19,524,228 100.0 

             



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,164,095 100.0 6,970,724 100.0   14,523,049 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,358,298 88.8 6,069,831 87.1   12,800,402 88.1

売上総利益     805,796 11.2 900,892 12.9   1,722,646 11.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    740,738 10.3 686,350 9.8   1,436,151 9.9

営業利益     65,057 0.9 214,541 3.1   286,495 2.0

Ⅳ 営業外収益           

１ 有価証券利息   －   11,291 －   

２ 為替差益   184   － 526   

３ 有価証券売却益   －   79,398 －   

４ その他   15,335   13,720 28,386   

営業外収益合計     15,519 0.2 104,410 1.5   28,913 0.2

Ⅴ 営業外費用           

１ その他   4,170   2,947 6,999   

営業外費用合計     4,170 0.0 2,947 0.0   6,999 0.1

経常利益     76,406 1.1 316,005 4.6   308,408 2.1

Ⅵ 特別利益           

１ その他   840   10,665 2,038   

特別利益合計     840 0.0 10,665 0.1   2,038 0.0

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※２ 1,422   1,755 2,561   

２ 子会社株式評価損   143,765   － －   

３ 子会社売却損   －   － 148,737   

４ 過年度役員退職慰
労引当金繰入 

  －   41,550 －   

５ その他   7,309   13,057 2,051   

特別損失合計     152,497 2.1 56,363 0.8   153,349 1.0

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    △75,250 △1.0 270,307 3.9   157,097 1.1

法人税、住民税及
び事業税 

  40,085   125,534 56,499   

過年度法人税等   －   － 29,125   

法人税等調整額   △33,201 6,883 0.1 △2,839 122,695 1.8 49,206 134,831 0.9

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △82,134 △1.1 147,612 2.1   22,266 0.2

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 特別償却準備金の繰入れは平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の繰入額であります。 

２ 特別償却準備金の取崩しの内訳は次の通りであります。 

３ 圧縮記帳積立金の取崩しの内訳は次の通りであります。 

４ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

特別償却 

準備金 

圧縮記帳 

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高

（千円） 
3,779,113 3,498,197 225,662 72,303 101,065 6,000,000 757,375 △141,276 14,292,441 168,094

中間会計期間中の変動額                    

特別償却準備金の繰入

れ（注）１ 
      7,443     △7,443   －  

特別償却準備金の取崩

し（注）２ 
      △31,857     31,857   －  

圧縮記帳積立金の取崩

し（注）３ 
        △855   855   －  

剰余金の配当（注）４             △147,697   △147,697  

役員賞与（注）４             △15,200   △15,200  

中間純損失             △82,134   △82,134  

自己株式の取得               △943 △943  

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  △57,941

中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
－ － － △24,414 △855 － △219,762 △943 △245,975 △57,941

平成18年９月30日残高

（千円） 
3,779,113 3,498,197 225,662 47,889 100,210 6,000,000 537,612 △142,219 14,046,465 110,152

平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の取崩額 22,663千円 

平成18年９月中間期の税務上の取崩額 9,194千円 

平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の取崩額 570千円 

平成18年９月中間期の税務上の取崩額 285千円 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

特別償却 

準備金 

圧縮記帳 

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日残高

（千円） 
3,779,113 3,498,197 225,662 41,414 99,925 6,000,000 648,773 △142,938 14,150,147 113,964

中間会計期間中の変動額                    

特別償却準備金の繰入

れ 
      3,945     △3,945   －  

特別償却準備金の取崩

し 
      △13,753     13,753   －  

圧縮記帳積立金の取崩

し 
        △285   285   －  

剰余金の配当             △147,662   △147,662  

中間純利益             147,612   147,612  

自己株式の取得               △756 △756  

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                  △48,070

中間会計期間中の変動

額合計（千円） 
－ － － △9,807 △285 － 10,042 △756 △807 △48,070

平成19年９月30日残高

（千円） 
3,779,113 3,498,197 225,662 31,606 99,640 6,000,000 658,815 △143,695 14,149,340 65,893



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 特別償却準備金の繰入れの内訳は次の通りであります。 

２ 特別償却準備金の取崩しの内訳は次の通りであります。 

３ 圧縮記帳積立金の取崩しの内訳は次の通りであります。 

４ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

特別償却 
準備金 

圧縮記帳 
積立金 

別途積立金
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（千円） 

3,779,113 3,498,197 225,662 72,303 101,065 6,000,000 757,375 △141,276 14,292,441 168,094

事業年度中の変動額                    

特別償却準備金の繰入
れ（注）１ 

      13,366     △13,366   －  

特別償却準備金の取崩
し（注）２ 

      △44,256     44,256   －  

圧縮記帳積立金の取崩
し（注）３ 

        △1,140   1,140   －  

剰余金の配当（注）４             △147,697   △147,697  

役員賞与（注）４             △15,200   △15,200  

当期純利益             22,266   22,266  

自己株式の取得               △1,662 △1,662  

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

                  △54,130

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － △30,889 △1,140 － △108,601 △1,662 △142,293 △54,130

平成19年３月31日残高 
（千円） 

3,779,113 3,498,197 225,662 41,414 99,925 6,000,000 648,773 △142,938 14,150,147 113,964

平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の繰入額 7,443千円 

平成19年３月期の税務上の繰入額 5,923千円 

平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の取崩額 22,663千円 

平成19年３月期の税務上の取崩額 21,592千円 

平成18年６月の定時株主総会で決議した税務上の取崩額 570千円 

平成19年３月期の税務上の取崩額 570千円 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間純利益   270,307

減価償却費   270,009

貸倒引当金の増減額   △840

賞与引当金の増減額   △2,000

役員賞与引当金の増
減額 

  △5,875

退職給付引当金の増
減額 

  13,100

役員退職慰労引当金
の増減額 

  45,200

受取利息及び受取配
当金 

  △17,461

固定資産売却損   1,755

有価証券売却損益   △79,398

売上債権の増減額   406,226

たな卸資産の増減額   △184,329

仕入債務の増減額   △123,086

未払消費税等の増減
額 

  △14,124

その他   25,274

小計   604,757

利息及び配当金の受
取額 

  8,576

法人税等の支払（還
付）額 

  △35,264

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  578,068

 



    
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の取得によ
る支出 

  △7,496,186

有価証券の償還によ
る収入 

  4,001,401

有形固定資産の取得
による支出 

  △308,452

有形固定資産の売却
による収入 

  4,495

無形固定資産の取得
による支出 

  △10,513

投資有価証券の取得
による支出 

  △249,874

投資有価証券の売却
による収入 

  213,948

その他   △2,861

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,848,043

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

配当金の支払額   △147,648

その他   △756

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △148,404

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △1,200

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △3,419,580

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,793,016

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末残高 

※ 1,373,436

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

で処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品（金型を除く）、仕掛品（金

型を除く）及び原材料 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品（金型を除く）、仕掛品（金型を除

く）及び原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品（金型を除く）、仕掛品（金

型を除く）及び原材料 

同左 

製品（金型）及び仕掛品（金型） 

個別法による原価法 

製品（金型）及び仕掛品（金型） 

同左 

製品（金型）及び仕掛品（金型） 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法（但し、平成10年４月以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物      ７～50年 

機械及び装置  ８～12年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法（但し、平成10年４月以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物      ７～50年 

機械及び装置  ８～17年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

なお、この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間に亘り均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

これにより営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益がそれぞれ12,882千円

減少しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法（但し、平成10年４月以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下の通りでありま

す。 

建物      ７～50年 

機械及び装置  ８～12年 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績率

法、貸倒懸念債権については財務内容

評価法によっております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えて、支給見込

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益及び経常利益は、

それぞれ7,600千円減少し、税引前中

間純損失が同額増加しております。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

おります。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ11,750千

円減少しております。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計

上しております。 

なお、数理計算上の差異については、

発生時における従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）による定

額法により発生の翌期から費用処理す

ることとしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上しており

ます。 

なお、数理計算上の差異については、

発生時における従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）による定

額法により翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(5）   ─────── (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、会社内規に基づく中間期末要支給

相当額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金は、従来支出時の費用

として処理しておりましたが、当中間

会計期間より「租税特別措置法上の準

備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会監査・保証実務委員会報告第42号平

成19年４月13日）を適用し、会社内規

に基づく中間会計期間末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する方法

に変更しております。 

この変更により、当中間会計期間発生

額3,650千円は販売費及び一般管理費

に、過年度分相当額41,550千円は特別

損失にそれぞれ計上しております。 

これにより営業利益及び経常利益がそ

れぞれ3,650千円減少し、税引前中間

純利益が45,200千円減少しておりま

す。 

(5）   ─────── 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ ─────── 

  

５ 中間キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資であります。 

５ ─────── 

６ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

(2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。  

(2）連結納税制度の適用 

────── 

（追加情報） 

当社は、平成18年10月２日にサンコー

ミタチ㈱の株式を全て売却したため、

連結納税制度を取りやめております。 

(2）連結納税制度の適用 

当社は、平成18年10月２日にサンコー

ミタチ㈱の株式を全て売却したため、

連結納税制度を取りやめております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,156,618千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,264,111千円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

────── （中間損益計算書） 

 「有価証券利息」は、前中間会計期間まで営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性

が増したため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間における「有価証券利息」の金額

は278千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含

まれております。 

受取手形 

（千円）

172,356

※１ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間

会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含

まれております。 

受取手形 

（千円）

38,371

※１ 期末日満期手形 

期末日満期手形の手形処理につ

いては、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当

期末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

  

受取手形 

（千円）

61,731

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

（千円）

     9,690,755

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

（千円）

10,036,405

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

（千円）

9,891,524

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債のその

他に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３   ────── 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

（千円）

358,472

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

（千円）

221,077

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

（千円）

290,086

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １ 減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産    231,963

無形固定資産   2,152

 １ 減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産 265,677

無形固定資産 2,781

 １ 減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産 497,162

無形固定資産 4,624

※２ 固定資産売却損の内容は次の

通りであります。 

  （千円）

機械及び装置 1,422 

※２ 固定資産売却損の内容は次の

通りであります。 

  （千円）

機械及び装置 1,404

車両及び運搬具 351

計 1,755

※２ 固定資産売却損の内容は次の

通りであります。 

  （千円）

機械及び装置 2,561



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,344株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,300株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加

株式数（株） 
当中間会計期間減少 

株式数（株） 
当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 （注） 220,399 1,200 － 221,599 

合計 220,399 1,200 － 221,599 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間 
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 10,066,872 － － 10,066,872 

合計 10,066,872 － － 10,066,872 

自己株式        

普通株式 （注） 222,699 1,344 － 224,043 

合計 222,699 1,344 － 224,043 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（円） 前事業年度

末 
当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

提出会社 
ストック・オプションとして

の新株予約権（注） 
－ － － － － － 

合計 － － － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 147,662 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注） 220,399 2,300 － 222,699 

合計 220,399 2,300 － 222,699 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金

勘定 
1,373,436千円

預入期間が３

ヶ月を超える

定期預金 

－ 

現金及び現金

同等物 
1,373,436 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

   
機械及
び装置  

工具器
具及び
備品 

  合計 

   （千円）  （千円）  （千円） 

取得価額相
当額   14,994   24,075   39,069 

減価償却累
計額相当額   7,080   18,704   25,784 

中間期末残
高相当額   7,913   5,370   13,284 

   
機械及
び装置  

工具器
具及び
備品 

  合計 

   （千円） （千円） （千円）

取得価額相
当額   14,994   6,408   21,402 

減価償却累
計額相当額   9,579   2,670   12,249 

中間期末残
高相当額   5,414   3,738   9,152 

   
機械及
び装置  

工具器
具及び
備品 

  合計 

   （千円）  （千円）  （千円）

取得価額相
当額   14,994   6,408   21,402 

減価償却累
計額相当額   8,330   2,029   10,360 

期末残高相
当額   6,664   4,378   11,042 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  （千円）

１年以内 4,131

１年超 9,152

合計 13,284

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

同左 

  （千円）

１年以内 3,780

１年超 5,371

合計 9,152

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

  （千円）

１年以内 3,780

１年超 7,262

合計 11,042

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 3,657

減価償却費相当額 3,657

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 1,890

減価償却費相当額 1,890

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  （千円）

支払リース料 5,898

減価償却費相当額 5,898

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当社は関連会社がありませんので、持分法損益等を記載しておりません。 

区分 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

その他有価証券 
取得原価 
（千円） 

中間貸借
対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 557,408 668,042 110,634 

② 債券 500,000 500,000 － 

計 1,057,408 1,168,042 110,634 

内容 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在)

その他有価証券 
中間貸借対照表計上

額（千円） 

中期国債ファンド 505,760 

フリーファイナンシャルファン

ド 
500,891 

新光証券ＣＰ 997,965 

みずほインベスターズ証券ＣＰ 499,119 

譲渡性預金 2,500,000 

非上場株式 600 



（１株当たり情報） 

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,437円91銭

１株当たり中間純損失

金額 
  8円34銭

１株当たり純資産額 1,444円22銭

１株当たり中間純利益

金額 
15円00銭

１株当たり純資産額 1,448円99銭

１株当たり当期純利益

金額 
2円26銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式がないため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式がないため

記載しておりません。 

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 14,156,618 14,215,234 14,264,111 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（千円） 
14,156,618 14,215,234 14,264,111 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

9,845,273 9,842,829 9,844,173 



   ２ １株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間 

     （当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は１株当たり中間純損失金額 
      

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
△82,134 147,612 22,266 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失（△） 

（千円） 

△82,134 147,612 22,266 

期中平均株式数（株） 9,845,930 9,843,752 9,845,335 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

普通株式増加数（株） 3,640 － － 

（うち新株予約権） (3,640) (－) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

────── 新株予約権１種類 

（新株予約権の数214

個）。 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状

況、(2）新株予約権等

の状況」に記載の通り

であります。 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数216

個）。 

なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状

況、(2）新株予約権等

の状況」に記載の通り

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、連結子会社であるサンコ

ーミタチ株式会社の株式を、サンコ

ーテック株式会社（本社 千葉県市

原市 代表取締役社長 髙橋 桂）に

譲渡することを決定し、平成18年10

月２日に株式譲渡契約を締結致しま

した。 

(1)株式譲渡の理由 

 電動工具事業を主業務として行う

サンコーミタチ株式会社の業績が低

迷し、抜本的な改善が望めないこと

から、事業撤退を決定し、サンコー

テック株式会社に譲渡することに致

しました。 

(2)譲渡先 

 サンコーテック株式会社 

(3)譲渡株式数及び譲渡前後の所有株

式の状況 

 ①譲渡前の所有株式数 

  200株（所有割合 100％） 

 ②譲渡株式数 

  200株 

 ③譲渡後の所有株式数 

  0株（所有割合 0％） 

(4)譲渡価額 

  ２億４千万円 

(5)業績に与える影響 

 株式譲渡に伴い、特別損失として

143,765千円の子会社株式評価損が発

生します。 

──────       ──────      



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第44期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年10月25日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

株 式 会 社 サ ン コ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンコーの

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サンコー及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は連結子会社であるサンコーミタチ株式会社の株式を譲渡することを決定

し、平成１８年１０月２日に株式譲渡契約を締結している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（３）③（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は当中間連

結会計期間から役員賞与に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

株 式 会 社 サ ン コ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンコーの

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第44期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社サンコーの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は連結子会社であるサンコーミタチ株式会社の株式を譲渡することを決定

し、平成１８年１０月２日に株式譲渡契約を締結している。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３（３）（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は当中間会計期間

から役員賞与に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

株式会社サンコー  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴 木 一 夫 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野 本 博 之 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サンコーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サンコーの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３(5）（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は役員退職

慰労金について、従来支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間より会社内規に基づく中間会計期間末要支給

額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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